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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 173,136 7.2 14,086 △4.9 10,717 △2.3 5,604 △20.8

20年3月期 161,521 1.3 14,809 △4.3 10,971 △6.5 7,072 10.2

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 320.54 ― 5.2 2.9 8.1
20年3月期 404.36 ― 6.8 2.9 9.2

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  ―百万円 20年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 365,557 111,446 30.2 6,311.06
20年3月期 369,840 107,026 28.7 6,070.11

（参考） 自己資本   21年3月期  110,334百万円 20年3月期  106,150百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 31,509 △17,789 △9,848 14,327
20年3月期 29,788 △18,103 △10,610 10,456

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 30.00 ― 30.00 60.00 1,049 14.8 1.0
21年3月期 ― 30.00 ― 30.00 60.00 1,049 18.7 1.0

22年3月期 
（予想）

― 30.00 ― 30.00 60.00 14.6

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

87,000 △1.3 13,200 110.5 11,500 135.1 7,600 155.5 434.72

通期 162,000 △6.4 14,700 4.4 11,500 7.3 7,200 28.5 411.84



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注） 詳細は、18～20ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」等をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注） １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、25ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 17,524,723株 20年3月期 17,524,723株

② 期末自己株式数 21年3月期  42,066株 20年3月期  37,247株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 161,239 8.0 12,006 △8.7 8,889 △8.7 3,635 △44.8

20年3月期 149,320 1.4 13,144 △4.0 9,733 △3.6 6,590 3.0

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 207.89 ―

20年3月期 376.84 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 343,999 105,503 30.7 6,034.78
20年3月期 347,192 103,258 29.7 5,904.72

（参考） 自己資本 21年3月期  105,503百万円 20年3月期  103,258百万円

2.  22年3月期の個別業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
 業績予想に関する事項については、添付資料の４～５ページをご参照下さい。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

82,100 △1.9 12,800 122.0 11,200 159.3 7,300 167.4 417.56

通期 150,000 △7.0 13,100 9.1 10,000 12.5 6,500 78.8 371.80



 

 

１．経営成績 

 (１)経営成績に関する分析 

 ①全般の概況 

平成 20 年度の沖縄県経済は、年度前半における原油・原材料価格等の高騰や、９月のリ

ーマンショックより本格化した金融危機とその後の世界同時不況などから、取り巻く環境

は非常に厳しいものとなりました。雇用情勢につきましても、全国的な雇用不安の広がり

に加え、県内経済成長率も低迷したことから、厳しい状況が続きました。 

当年度の販売電力量は、民生用では、電灯や業務用電力のお客さま数の増加があったも

のの、電灯において、検針期間が前年度に比べ短かったことなどにより、ほぼ前年度並み

となりました。一方、産業用では、大口電力において、平年に比べ降水量が少なかったこ

とにより海水淡水化施設が高稼働となったことなどから、前年度を上回りました。 

これを電灯、電力別に見ますと、電灯が前年度に比べ 2.0％減の 28 億 87 百万 kWh、電力

が 0.9％増の 45 億 89 百万 kWh、販売電力量合計では、前年度に比べ 0.2％減の 74 億 76 百

万 kWh となりました。 

なお、当年度中の最大電力は、最大電力の発生月の気温が前年より低く推移したことに

より、前年度実績を４万３千 kW 下回る 3.0％減の 138 万８千 kW となりました。 

これに対する供給力につきましては、既設設備の適切かつ効率的な運用により、期を通

じて安定した供給力を確保することができました。 

電気料金につきましては、平成 20 年９月に見直しを実施いたしましたが、燃料価格高騰

の影響を受け、燃料費調整制度による上げ調整の傾向が続いたため、第３四半期において

は９月料金を据置いたほか、第４四半期においては電気料金の安定性という観点を踏まえ

た特別措置として、燃料費調整額の 50％圧縮（圧縮相当分は、平成 21 年度の燃料費調整

単価に加算）の激変緩和措置を行いました。 

当社の連結子会社の主要な事業である建設関連においては、公共工事の受注競争が激化

しており、また情報通信事業においては、サービスの多様化・高度化、料金の低廉化が一

段と進んでいることから、経営環境は厳しいものとなっております。 

 

②収支の状況 

このような状況の中で、当連結会計年度の収支については、収入面で、燃料費調整制度の

影響などによる電灯電力料の増加により、売上高（営業収益）は前年度に比べ 116 億 15

百万円増（7.2％増）の 1,731 億 36 百万円となりました。 

一方、支出面では、燃料価格の高騰による燃料費および他社購入電力料の増加などにより、

営業費用は 123 億 38 百万円増（8.4％増）の 1,590 億 49 百万円となりました。 

以上の結果、営業利益は７億 23 百万円減（4.9％減）の 140 億 86 百万円となりました。 

 また、営業外損益を含めた経常利益については、２億 53 百万円減（2.3％減）の 107 億

17 百万円、当期純利益は特別損失（減損損失）を計上したことにより、14 億 67 百万円減

（20.8％減）の 56 億４百万円となりました。 



 

 

③セグメントの状況 
事業の種類別セグメントの業績（相殺消去前）は次のとおりであります。 

 
電気事業 
電気事業の売上高は、販売電力量の減少はあったものの、燃料費調整制度の影響などに

よる電灯電力料の増加により、前年度に比べ 119 億 44 百万円増(8.0％増)の 1,609 億 69
百万円となりました。 
一方、営業費用は、修繕費、減価償却費の減少はあったものの、燃料価格の高騰による

燃料費および他社購入電力料の増加などにより、前年度に比べ 131 億 56 百万円増(9.7％
増)の 1,490 億 88 百万円となりました。 
その結果、営業利益は 12 億 11 百万円減(9.3％減)の 118 億 81 百万円となりました。 
 
建設業 
建設業の売上高は、グループ内向け工事の受注減などによる影響から、前年度に比べ 13

億 48 百万円減(6.8％減)の 183 億 89 百万円、営業費用は 12 億 24 百万円減(6.4％減)の 179
億 23 百万円となりました。 
その結果、営業利益は前年度に比べ１億 23 百万円減（21.0％減）の４億 66 百万円とな

りました。 
 
その他の事業 
その他の事業の売上高は、資機材販売業務などの仲介取引の会計処理について、売上高

と営業費用を両建する「総額表示」から売上高と営業費用を相殺する「純額表示」へ変更
した影響などから、前年度に比べ 81 億 45 百万円減(24.7％減）の 247 億 94 百万円、営業
費用は 84 億 11 百万円減（26.7％減）の 230 億 83 百万円となりました。 
その結果、営業利益は２億 66 百万円増（18.4％増）の 17 億 10 百万円となりました。 
 

 ④通期（平成 22 年３月期）の業績見通し 
平成 21 年度の電力需要については、前年度に比べ 0.1％増の 74 億 83 百万 kWh を見込ん

でおります。 
売上高については、燃料費調整制度に基づく下げ調整の影響などによる電灯電力料の減

少により、前年度に比べ減少する見通しであります。 
一方、費用については、電気事業において修繕費の増やその他費用の増、人件費の増な

どがあるものの、燃料価格の下落による燃料費および他社購入電力料の減、既設設備の償
却進行による減価償却費の減などにより、減少する見通しであります。 
 
このような状況のもと、平成 22 年３月期の業績については次のとおり見込んでおりま

す。 



 

 

  【連結業績見通し】 

売 上 高        1,620 億円（対前年度比  93.6%) 

営 業 利 益          147 億円（対前年度比 104.4%) 

経 常 利 益          115 億円（対前年度比 107.3%) 

当期純利益           72 億円（対前年度比 128.5%) 

【単独業績見通し】 

売 上 高        1,500 億円（対前年度比  93.0%) 

営 業 利 益         131 億円（対前年度比 109.1%) 

経 常 利 益          100 億円（対前年度比 112.5%) 

当期純利益           65 億円（対前年度比 178.8%) 

  

(２) 財政状態に関する分析 
①資産、負債及び純資産の状況 
資産については、既設設備の減価償却が進んだことなどにより、前年度に比べ 42 億 82 百万
円減（1.2％減）の 3,655 億 57 百万円となりました。 
負債については、有利子負債削減に努めたことなどにより、前年度に比べ 87 億３百万円減
（3.3％減）の 2,541 億 11 百万円となりました。有利子負債残高は前年度に比べ 87 億 32 百万
円減少し、2,144 億円となりました。 
純資産については、利益剰余金の増加などにより、前年度に比べ 44 億 20 百万円増（4.1％
増）の 1,114 億 46 百万円となりました。 
 
②キャッシュ・フローの状況 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

たな卸資産の増加に伴う支出が減少したことなどにより、営業活動によるキャッシ
ュ・フローは前年度に比べ 17 億 20 百万円増（5.8％増）の 315 億９百万円の収入となり
ました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
設備投資は増加したものの、投資有価証券の売却に加え、投融資による支出が

減少したことなどから、投資活動によるキャッシュ・フローは前年度に比べ３億 13 百
万円減（1.7％減）の 177 億 89 百万円の支出となりました。 

（フリー・キャッシュ・フロー） 
これにより、差し引きのフリー・キャッシュ・フローは、前年度に比べ 20 億 33 百万
円増（17.4％増）の 137 億 19 百万円となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
有利子負債の削減額が減少したことなどにより、財務活動によるキャッシュ・フロー
は、前年度に比べ７億 61 百万円減（7.2％減）の 98 億 48 百万円の支出となりました。 

 
以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前期末に比べ 38 億 71 百万円増の 143
億 27 百万円となりました。 
 



 

 

また、キャッシュ・フロー指標の推移は以下のとおりです。 
 

 平成 19 年３月期 平成 20 年３月期 平成 21 年３月期 

自己資本比率（％） 27.1 28.7 30.2 

時価ベースの自己資本比率（％） 31.1 18.5 25.1 

債務償還年数（年） 7.4 7.5 6.8 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 7.8 7.5 8.7 

 

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×自己株式控除後期末発行済株式総数により算出しております。 

※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており

ます。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。また利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 

(３)利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 
当社の利益配分にあたっては、「安定的に継続した配当」を基本としております。 
当期の期末配当金については、１株当たり 30 円を株主総会にお諮りし、中間配当金とあわ
せて１株当たり年間 60 円を予定しております。これによる当期の配当性向は（個別）28.9％
となります。 
また、次期の配当金予想額については、１株当たり中間配当金 30 円、期末配当金 30 円、
年間配当金 60 円を予定しております。 
なお、内部留保資金については、電気事業における設備投資、新規事業への投資のほか、
有利子負債の削減等に充当してまいります。 
 

(４) 事業等のリスク 
   当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性のある主なリスクには、以
下のようなものがあります。 

   なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ
が判断したものです。 

 
①電気事業制度改革について 
 当社管内においては、平成 16 年４月１日から特別高圧のお客さままで自由化範囲が拡 
大し、対象となるお客さまの比率は、販売電力量で平成 21 年３月末では約 16％となっ 
ております。平成 19 年度から電気事業分科会において、自由化範囲の拡大を含めた制度 
改革について検討されておりましたが、現時点での自由化範囲の拡大は見送られること 
となりました。 
 現在、沖縄県において新規参入の動きは特にないものの、新規参入がある場合には当 
社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
 
②環境問題への対応について 
 当社は地球温暖化対策を最重要課題の一つに位置付け、これまで様々な取り組みを行



 

 

ってきましたが、近年、電気事業者の環境問題に対する取り組みがこれまで以上に求め
られています。今後環境規制の強化などの動向によっては、当社グループの業績に影響
を及ぼす可能性があります。 

    
③電気事業以外の事業について 
当社グループにおいて、グループ企業価値向上を目指し、経営資源を活用した事業拡
大、新規事業の開発に取り組み、現在「建設業」「情報通信事業」「不動産業」「分散型電
源事業」「アクティブシニアコミュニティ事業」等の事業を展開しており、今後、ガス関
連事業についても検討する予定であります。これらの事業は、他事業者との競合の進展
など事業環境の変化により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 
④経済状況及び天候状況について 
当社グループの電気事業における販売電力量は、景気動向や気温の変化によって、増

加または減少いたします。当社グループの業績は、こうした経済状況及び天候状況によ
り、影響を受ける可能性があります。 
 
⑤燃料価格の変動について 
当社グループの電気事業における主要な火力燃料は、石炭・重油であるため、燃料価

格及び外国為替相場等の動向によって燃料費は変動いたします。 
 燃料価格及び外国為替相場の変動を電気料金へ反映させる「燃料費調整制度」があり
ますが、燃料価格等が著しく変動した場合には、当社グループの収支は影響を受ける可
能性があります。 

 
⑥金利の変動について 
 当社グループの有利子負債残高は、平成 21 年３月末時点で 2,144 億円であり、今後の
市場金利動向により、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 
ただし、有利子負債残高の大部分を固定金利で調達していること、加えて、財務体質

強化のため有利子負債残高の削減に積極的に取り組んでいることから、金利変動による
業績への影響は限定的と考えられます。 
 また、格付機関が当社の格付を引き下げた場合、当社グループの調達金利が上昇し、
当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 

 
⑦沖縄振興特別措置法等に基づく特別措置について 
 当社は、沖縄振興特別措置法により、沖縄における電気の安定的かつ適正な供給を確
保するため、資金の確保等に関する特別措置を受けており、これと併せて、沖縄振興開
発金融公庫法、同業務方法書等に基づき同公庫から最優遇金利による融資を受けており
ます。 
 また、当社は、税法上の特別措置（固定資産税の軽減、石炭に係わる石油石炭税の免
除）を受けていますが、これによる特別措置額は、電気の使用者に還元されております。 
 当該制度が撤廃された場合、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 
 
⑧自然災害・トラブルの発生について 
当社では電力の安定供給を念頭におき、自然災害等に的確に対処できるように効率的

な設備の構築・運用・保全に努めています。また平成 19 年度から総務部に防災担当を設
置し対応強化に努めております。 



 

 

しかしながら、台風や地震等による大規模な自然災害や事故等が発生した場合には、
当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 
 
⑨個人情報の流出について 
当社グループが事業を行うために取得・管理しているお客さまの個人情報については、

充分な対策を講じておりますが、万が一、外部流出により問題が発生した場合には、当
社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 



 

 

２．企業集団の状況 
 

 最近の有価証券報告書（平成 20 年６月 27 日提出）における「事業系統図（事業の内容）」

及び「関係会社の状況」から重要な変更がないため開示を省略します。 
 

 

３. 経営方針 

 

   当社グループは、地域に密着した企業として、県民の暮らしの向上や地域産業の振興等、地

域社会の発展に寄与するという認識のもと、低廉で安全かつ安定的な電気の供給を前提に様々

な課題に適切に対処し、「お客さまの満足度向上」「財務体質の強化」等にグループを挙げて取

り組んでまいりました。しかしながら、取り巻く経営環境は、世界の経済金融情勢の悪化によ

る景気後退、燃料価格の急激かつ大幅な変動、地球温暖化対策、公共工事の縮減、ＩＴ分野に

おける競争激化に加え、吉の浦火力発電所建設の本格化に伴う資金需要増加等、厳しい状況で

あります。 
このような中、地域の皆さまから好感を持って迎えられる企業であるために、当社グループ

はお客さまに満足していただけるサービスを提供することはもとより、企業倫理や法令遵守の

徹底に努めるとともに、透明性のある分かりやすい経営を目指してまいります。 
平成 21 年度は、最適なエネルギーを安定的に供給することを軸とした「総合エネルギー・

生活関連企業グループ」を目指して、グループ企業価値の向上を図るべく、以下の重点施策に

取り組んでまいります。 
 
  １．経営基盤の強化 
     財務目標の達成に向けて社員一人ひとりが強いコスト意識を持ち、これまで以上に徹底

した効率化の推進や収益性の向上を図っていくとともに、品質の確保及び安全管理の徹底

を実践し、また、技術力・営業力の強化、人財の育成及び活用に努めてまいります。 
 
  ２．「沖電グループ」ブランドの確立 

お客さまの満足度向上、地域社会への貢献及び環境行動の推進など、ＣＳＲ活動の充

実を図り、ステークホルダーとの信頼関係構築に努め、『「沖電グループ」ブランド』の

確立に向けて取り組んでまいります。 
 

グループの中心である電気事業においては、沖縄電力の基本目標である電力の安定供給を確

保すべく、吉の浦火力発電所の建設を着実に推進するとともに、環境への配慮や自然災害への

備えに十分留意し、電力設備の構築・運用・保全に着実かつ効率的に取り組み、燃料について

は、細心の注意を払いながら安定調達を図ります。 
また、地球温暖化問題に対する電気事業者の取り組みがこれまで以上に求められております。

化石燃料に頼らざるを得ない当社にとって非常に難しい課題でありますが、地球環境に対し責

任ある企業として、環境負荷低減に向けた施策を積極的に行ってまいります。 



 

 

 《沖縄電力 平成 21 年度 重点的に取り組む事項》 
【お客さまから選択される企業に向けて】 
１．安定供給の徹底を目指して 
２．お客さまの満足度向上を目指して 

【社会との調和に向けて】 
３．信頼される電気事業者を目指して 
４．地域社会および地域環境との調和を目指して 
５．低炭素社会の実現を目指して 

【健全かつ持続的な成長に向けて】 
６．財務体質の強化を目指して 

【活力ある職場づくりに向けて】 
７．組織力・社員力の向上を目指して 

【グループ企業価値の向上に向けて】 
８．グループ経営の強化を目指して 

 
財務体質の改善については、平成 20 年度から平成 24 年度までの連結・単体それぞれの財

務目標を設定し、経営効率化の推進等に取り組んでおります。 
 

≪財務目標（平成 20～24 年度）≫ 
 

〇連結目標 
１．年平均 110 億円以上の経常利益を確保します。（平成 20～24 年度） 
２．総資産営業利益率（ＲＯＡ）年平均 3.5％以上の達成を目指します。 

（平成 20～24 年度） 
３．有利子負債残高について、2,600 億円程度とします。（平成 24 年度末） 
４．自己資本比率 30％程度の達成を目指します。（平成 24 年度末）  

 
〇単体目標 
１．年平均 100 億円以上の経常利益を確保します。（平成 20～24 年度） 
２．総資産営業利益率（ＲＯＡ）年平均 3.5％以上の達成を目指します。 

（平成 20～24 年度） 
３．有利子負債残高について、2,500 億円程度とします。（平成 24 年度末） 
４．自己資本比率 30％程度の達成を目指します。（平成 24 年度末） 

 
電気事業以外の事業において、建設業では、県内における建設業者の供給過剰及び低価格入

札での受注競争激化など、厳しい状況が続いておりますが、技術力や提案力の向上に努め、積

極的な営業活動を展開し、他社との差別化を図ることにより収益性を向上させてまいります。 
   情報通信事業においても、グループ総合力を発揮しグループ営業を強化するとともに、事業

機会を捉えた積極的な提案活動を展開し、お客さまニーズに迅速に対応した付加価値の高いサ



 

 

ービスを提供してまいります。 
   さらに、吉の浦火力発電所の運転開始に伴う県内初のＬＮＧ導入を総合エネルギー企業に向

けた新たなビジネスチャンスと捉え、ガス事業等の展開について検討してまいります。 



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

固定資産 339,527 329,889

電気事業固定資産 278,760 266,217

汽力発電設備 88,264 79,525

内燃力発電設備 13,190 11,895

送電設備 62,204 58,848

変電設備 33,838 32,801

配電設備 68,195 69,653

業務設備 12,521 12,947

その他の電気事業固定資産 545 545

その他の固定資産 22,702 22,089

固定資産仮勘定 16,457 22,179

建設仮勘定 16,457 21,615

除却仮勘定 － 563

投資その他の資産 21,606 19,402

長期投資 10,162 8,080

繰延税金資産 9,366 9,621

その他 2,271 2,026

貸倒引当金（貸方） △193 △326

流動資産 30,313 35,668

現金及び預金 10,558 14,555

受取手形及び売掛金 7,713 7,564

たな卸資産 9,014 9,186

繰延税金資産 1,926 2,128

その他 1,509 2,602

貸倒引当金（貸方） △410 △368

合計 369,840 365,557



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債及び純資産の部   

固定負債 203,112 203,090

社債 60,999 66,999

長期借入金 128,266 121,929

退職給付引当金 12,811 13,206

その他 1,034 955

流動負債 59,702 51,020

1年以内に期限到来の固定負債 26,407 25,483

短期借入金 7,460 30

支払手形及び買掛金 12,069 11,193

未払税金 3,100 4,637

その他 10,665 9,675

負債合計 262,814 254,111

株主資本 105,436 109,965

資本金 7,586 7,586

資本剰余金 7,141 7,141

利益剰余金 90,900 95,455

自己株式 △191 △218

評価・換算差額等 714 368

その他有価証券評価差額金 714 368

少数株主持分 875 1,112

純資産合計 107,026 111,446

合計 369,840 365,557



（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業収益 161,521 173,136

電気事業営業収益 148,831 160,782

その他事業営業収益 12,689 12,354

営業費用 146,711 159,049

電気事業営業費用 134,650 147,637

その他事業営業費用 12,061 11,412

営業利益 14,809 14,086

営業外収益 711 1,043

受取配当金 150 170

受取利息 66 71

投資有価証券売却益 － 213

物品売却益 181 108

その他 314 480

営業外費用 4,550 4,413

支払利息 3,923 3,581

その他 626 831

当期経常収益合計 162,233 174,180

当期経常費用合計 151,262 163,463

当期経常利益 10,971 10,717

特別損失 － ※1  1,039

減損損失 － 1,039

税金等調整前当期純利益 10,971 9,677

法人税、住民税及び事業税 3,557 4,112

法人税等調整額 176 △275

法人税等合計 3,734 3,836

少数株主利益 164 236

当期純利益 7,072 5,604



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 7,586 7,586

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,586 7,586

資本剰余金   

前期末残高 7,141 7,141

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,141 7,141

利益剰余金   

前期末残高 84,829 90,900

当期変動額   

剰余金の配当 △1,001 △1,049

当期純利益 7,072 5,604

当期変動額合計 6,070 4,555

当期末残高 90,900 95,455

自己株式   

前期末残高 △133 △191

当期変動額   

自己株式の取得 △58 △27

当期変動額合計 △58 △27

当期末残高 △191 △218

株主資本合計   

前期末残高 99,425 105,436

当期変動額   

剰余金の配当 △1,001 △1,049

当期純利益 7,072 5,604

自己株式の取得 △58 △27

当期変動額合計 6,011 4,528

当期末残高 105,436 109,965

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 2,489 714

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,775 △345

当期変動額合計 △1,775 △345

当期末残高 714 368



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

少数株主持分   

前期末残高 747 875

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 128 237

当期変動額合計 128 237

当期末残高 875 1,112

純資産合計   

前期末残高 102,661 107,026

当期変動額   

剰余金の配当 △1,001 △1,049

当期純利益 7,072 5,604

自己株式の取得 △58 △27

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,647 △107

当期変動額合計 4,364 4,420

当期末残高 107,026 111,446



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 10,971 9,677

減価償却費 24,800 23,851

減損損失 － 1,039

固定資産除却損 958 902

退職給付引当金の増減額（△は減少） △287 395

受取利息及び受取配当金 △216 △241

支払利息 3,923 3,581

売上債権の増減額（△は増加） △777 149

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,575 △2

仕入債務の増減額（△は減少） 844 △495

その他の流動負債の増減額（△は減少） 87 △1,539

その他 1,075 770

小計 37,804 38,090

利息及び配当金の受取額 219 240

利息の支払額 △3,967 △3,627

法人税等の支払額 △4,266 △3,194

営業活動によるキャッシュ・フロー 29,788 31,509

投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △17,517 △20,165

固定資産の売却による収入 454 506

投融資による支出 △1,819 △419

投資有価証券の売却による収入 － 1,846

定期預金の預入による支出 △105 △225

定期預金の払戻による収入 170 105

その他 713 562

投資活動によるキャッシュ・フロー △18,103 △17,789

財務活動によるキャッシュ・フロー   

社債の発行による収入 6,973 9,966

社債の償還による支出 △2,000 △2,000

長期借入れによる収入 10,903 15,103

長期借入金の返済による支出 △23,871 △24,405

短期借入れによる収入 57,175 40,730

短期借入金の返済による支出 △53,722 △48,160

コマーシャル・ペーパーの発行による収入 41,000 19,000

コマーシャル・ペーパーの償還による支出 △46,000 △19,000

配当金の支払額 △1,002 △1,049

その他 △65 △32

財務活動によるキャッシュ・フロー △10,610 △9,848

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,075 3,871

現金及び現金同等物の期首残高 9,380 10,456

現金及び現金同等物の期末残高 10,456 14,327



 

 

（５）継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

 該当事項はない。 

 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
 前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
  至 平成20年３月31日） 

 当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

  至 平成21年３月31日） 

会計処理基準に関する事項   

（1）たな卸資産 

  主として月総平均法による原価法 

 

 

 

（1）たな卸資産 

 主として月総平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法） 

 

（1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 

────── （会計方針の変更） 

当連結会計年度より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準

第９号 平成18年７月５日公表分）を

適用している。 

なお、この変更に伴う影響はない。 

 

（2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 

（1）償却方法 

有形固定資産…主として定率法 

無形固定資産…定額法 

 

（2）耐用年数 

法人税法に定める耐用年数 

（1）償却方法 

同左 

 

 

（2） 耐用年数 

同左 

 （会計方針の変更） 

  法人税法の改正に伴い、当連結会計

年度より、平成19年４月1日以降に取

得した有形固定資産については、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方法

に変更している。これにより、営業利

益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益はそれぞれ264百万円減少してい

る。また、セグメント情報に与える影

響は、「事業の種類別セグメント情報

（注）３」に記載している。 

 

────── 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

項目 
 前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
  至 平成20年３月31日） 

 当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

  至 平成21年３月31日） 

 （追加情報） 

法人税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した有形固定資

産については、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した連結会計

年度の翌連結会計年度より、取得価

額の５％相当額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上

している。これにより、営業利益、

経常利益及び税金等調整前当期純利

益はそれぞれ837百万円減少してい

る。 

また、セグメント情報に与える影

響は、「事業の種類別セグメント情

報（注）４」に記載している。 

 

（追加情報） 

 法人税法の改正を契機として見直し

を行い、当連結会計年度より有形固定

資産の耐用年数の変更を行っている。

これにより当連結会計年度の営業利

益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益はそれぞれ214百万円減少してい

る。 

 また、セグメント情報に与える影響

については、「事業の種類別セグメン

ト情報（注）４」に記載している。 

 なお、上記重要な資産の評価基準及び評価方法、重要な減価償却資産の減価償却の方法以外は、最近の有価証券報告

書（平成20年６月27日提出）における記載から重要な変更がないため開示を省略している。 

 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成20年３月31日） 

 当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

  至 平成21年３月31日） 

────── （リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっていたが、当連結会計年度より「リース取引に関

する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月

17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日

改正)）及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18

日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19

年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る

会計処理によっている。 

 また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係

るリース資産の減価償却の方法については、リース期

間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用

している。この変更に伴う影響は軽微である。 

 なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ている。 

 



 

 

 前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成20年３月31日） 

 当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

  至 平成21年３月31日） 

────── 

 

（資機材販売業務等の仲介取引の会計処理の変更） 

 従来、連結子会社における資機材販売業務等の仲介

取引については、販売額を売上高に、その仕入原価を

売上原価に計上する「総額表示」で会計処理を行って

いたが、取引金額が増加し、重要性が増していること

から、取引実態をより明瞭に表示するために、当連結

会計年度より売上高と営業費用を相殺する「純額表

示」へ変更している。この変更により、従来の方法に

よった場合に比べ、当連結会計年度の売上高と営業費

用がそれぞれ428百万円少なく計上されている。ま

た、セグメント情報に与える影響については、「事業

の種類別セグメント情報（注）３」に記載している。 

 なお、この変更による営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益への影響はない。 

────── 
（工事進行基準の適用） 

 連結子会社の沖縄プラント工業㈱は、従来、全ての

工事について、完成工事高の計上基準として工事完成

基準を適用していたが、当連結会計年度より「工期１

年超かつ請負金額１億円以上の工事」については工事

進行基準を適用している。これは、当連結会計年度に

おいて、長期大型工事を着工したことから、期間損益

計算の適正化を図り、財務内容をより適正に表示する

ためのものである。 

 なお、当連結会計年度においては該当する工事が親

会社向けであるため、連結貸借対照表、連結損益計算

書への影響はない。また、セグメントに与える影響

は、「事業の種類別セグメント情報（注）３」に記載

している。 

 

表示方法の変更 

 前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成20年３月31日） 

 当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

  至 平成21年３月31日） 

────── 

 

（連結損益計算書） 

 「投資有価証券売却益」は、前連結会計年度まで

営業外収益の「その他」に含めて表示していたが、

営業外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記

した。なお、前連結会計年度における「投資有価証

券売却益」の金額は１百万円である。 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 投資活動によるキャッシュ・フローの「投資有価

証券の売却による収入」は、前連結会計年度は「そ

の他」に含めて表示していたが、金額的重要性が増

したため区分掲記した。なお、前連結会計年度の

「その他」に含まれている「投資有価証券の売却に

よる収入」は２百万円である。 

 



 

 

注記事項 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

────── 

 

※１．減損損失 

 当社グループは、資産のグルーピングを以下の方法

で行っている。 

（1）電気事業に使用している固定資産は、発電から販

売まで全ての資産が一体となってキャッシュ・フ

ローを生成していることから、全体を1つの資産グ

ループとしている。なお、この資産グループから減

損損失は認識していない。 

（2）建設業、その他の事業に使用している固定資産に

ついては、キャッシュ・フローの生成を合理的に判

断しうる事業部門単位もしくは個別の資産ごとに資

産グルーピングを行っている。 

  

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計上している。 

用途 種類 場所 
減損損失

(百万円)

建設仮勘定 893 

ソフトウェア 140 

その他の事業 

（アクティブ

シニアコミュ

ニティ事業） その他 

沖 縄 県

名 護 市

ほか 

6 

合 計 1,039 

 

当社の連結子会社であるカヌチャコミュニティ㈱が展

開予定のアクティブシニアコミュニティ事業について、

事業計画の進捗が遅れていることから、保有する固定資

産の将来の回収可能性を保守的に検討した結果、「固定

資産の減損に係る会計基準」に基づき帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（1,039百万

円）として特別損失に計上している。 

 なお、上記減損損失の測定に使用した回収可能価額は

正味売却価額であり、不動産鑑定評価額を勘案した合理

的見積額によって算定している。 

 



 

 

（セグメント情報） 

 ａ.事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日）                （単位：百万円） 

 電気事業 建 設 業 その他の事業 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益    

  売上高    

 (1) 外部顧客に対する売上高 148,831 4,527 8,161 161,521 － 161,521

 (2) セグメント間の内部売上高

又は振替高 
193 15,209 24,778 40,181 (40,181) －

計 149,024 19,737 32,939 201,702 (40,181) 161,521

  営業費用 135,931 19,147 31,495 186,575 (39,863) 146,711

   営業利益 13,092 589 1,444 15,127 (317) 14,809

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
   

   資産 335,414 14,386 33,846 383,648 (13,807) 369,840

  減価償却費 23,426 178 2,086 25,691 (890) 24,800

  資本的支出 16,712 1,354 1,929 19,996 (1,417) 18,578

（注）１．事業区分の方法 

事業活動における業務の種類を勘案して区分している。 

 

   ２．各区分に属する主要な製品の名称 

事業区分 主要な製品・事業活動 

電気事業 電力供給 

建設業 電気設備工事の調査・設計・施工 

その他の事業 電気機械器具の販売及び修理、車両及び物品リース 

電気機械設備の受託運転、電気計器の修復及び検定代弁 

土地建物の管理・売買・賃貸借及びこれらの仲介 

コンピュータに関するシステム設計・分析並びにソフトウェア開発受託と販売 

電気通信事業法に基づく電気通信事業 

データセンター事業・コンタクトセンター事業 

分散型電源によるエネルギー供給サービス 

アクティブシニアコミュニティの開発運営 

３．会計処理基準等の変更 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、当連結会

計年度より、平成 19 年４月１日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価

償却の方法に変更している。これにより、従来の方法に比べ、当連結会計年度の減価償却費及び営業費用は、

電気事業が 234 百万円、建設業が０百万円、その他の事業が 47 百万円増加し、営業利益が同額減少してい

る。 

 

４．追加情報 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、当連結会

計年度より、平成 19 年３月 31 日以前に取得した有形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相

当額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上している。これにより、従来の方法に比べ、当

連結会計年度の減価償却費及び営業費用は、電気事業が 827 百万円、建設業が２百万円、その他の事業が

17 百万円増加し、営業利益が同額減少している。 



 

 

 

 当連結会計年度（自 平成 20 年４月１日 至 平成 21 年３月 31 日）                （単位：百万円） 

 電気事業 建 設 業 その他の事業 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益    

  売上高    

 (1) 外部顧客に対する売上高 160,782 4,666 7,688 173,136 － 173,136

 (2) セグメント間の内部売上高

又は振替高 
187 13,723 17,106 31,016 (31,016) －

計 160,969 18,389 24,794 204,153 (31,016) 173,136

  営業費用 149,088 17,923 23,083 190,095 (31,045) 159,049

   営業利益 11,881 466 1,710 14,058 28 14,086

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
   

   資産 334,388 12,762 32,091 379,241 (13,683) 365,557

  減価償却費 22,601 198 1,926 24,725 (874) 23,851

  減損損失 － － 1,191 1,191 (151) 1,039

  資本的支出 20,086 374 1,012 21,472 (767) 20,705

（注）１．事業区分の方法 

事業活動における業務の種類を勘案して区分している。 

 

   ２．各区分に属する主要な製品の名称 

事業区分 主要な製品・事業活動 

電気事業 電力供給 

建設業 電気設備工事の調査・設計・施工 

その他の事業 電気機械器具の販売及び修理、車両及び物品リース 

電気機械設備の受託運転、電気計器の修復及び検定代弁 

土地建物の管理・売買・賃貸借及びこれらの仲介 

コンピュータに関するシステム設計・分析並びにソフトウェア開発受託と販売 

電気通信事業法に基づく電気通信事業 

データセンター事業・コンタクトセンター事業 

分散型電源によるエネルギー供給サービス 

アクティブシニアコミュニティの開発運営 

 



 

 

３．会計処理基準等の変更 

（資機材販売業務等の仲介取引の会計処理方法の変更） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より資機材

販売業務等の仲介取引の会計処理について、売上高と営業費用を両建する「総額表示」から、売上高と営業

費用を相殺する「純額表示」へ変更している。この変更により、従来の方法によった場合に比べ、当連結会

計年度の建設業の売上高及び営業費用が 240 百万円、その他の事業の売上高及び営業費用が 8,995 百万円減

少している。なお、この変更による営業利益への影響はない。 

 

（工事進行基準の適用） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、連結子会社の沖縄プラント

工業㈱は、従来、全ての工事について、完成工事高の計上基準として工事完成基準を適用していたが、当連

結会計年度より「工期１年超かつ請負金額１億円以上の工事」については工事進行基準を適用している。こ

の変更により、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度のその他の事業の売上高が 117 百万円、営

業費用が 92 百万円、営業利益が 24 百万円それぞれ増加している。 

 

４．追加情報 

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、法人税法の改正を契機として見直

しを行い、当連結会計年度より耐用年数の変更を行なっている。これにより当連結会計年度の減価償却費及

び営業費用は、電気事業が 219 百万円増加、その他の事業が４百万円減少し、営業利益が同額減少及び増加

している。 

 

 ｂ.所在地別セグメント情報 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店

がないため、該当事項はない。 

 

 ｃ.海外売上高 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高は存在しないため、該当事項はない。 



 

（１株当たり情報） 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額       6,070円11銭 １株当たり純資産額       6,311円06銭 

１株当たり当期純利益       404円36銭 １株当たり当期純利益       320円54銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載していない。 

 

 当社は、平成19年４月１日付で普通株式１株につき

1.1株の株式分割を行っている。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した

場合の１株当たり情報については、以下のとおりであ

る。 

前連結会計年度 

１株当たり純資産額       5,825円07銭 

１株当たり当期純利益       366円82銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益に

ついては、潜在株式が存在しないため記載してい

ない。 

 

同左 

 

 

────── 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当期純利益（百万円） 7,072 5,604 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 7,072 5,604 

期中平均株式数（株） 17,489,931 17,485,246 

 

 

（開示の省略） 

リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、有価証券、デリバティブ取引、退職給付に関する注記事項につい

ては、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略している。 



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

固定資産 330,244 320,987

電気事業固定資産 288,578 276,020

汽力発電設備 88,861 80,063

内燃力発電設備 13,505 12,227

送電設備 65,216 61,756

変電設備 35,211 34,153

配電設備 72,331 73,911

業務設備 12,905 13,364

貸付設備 545 545

附帯事業固定資産 484 244

事業外固定資産 905 789

固定資産仮勘定 15,213 22,569

建設仮勘定 15,213 22,005

除却仮勘定 － 563

投資その他の資産 25,063 21,363

長期投資 9,072 7,168

関係会社長期投資 10,868 10,128

長期前払費用 141 165

繰延税金資産 5,113 5,458

貸倒引当金（貸方） △132 △1,557

流動資産 16,947 23,011

現金及び預金 1,532 6,573

売掛金 5,313 5,205

諸未収入金 357 164

貯蔵品 7,468 7,960

前払費用 55 49

関係会社短期債権 314 567

繰延税金資産 1,492 1,651

雑流動資産 599 1,475

貸倒引当金（貸方） △186 △636

合計 347,192 343,999



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

負債及び純資産の部   

固定負債 190,282 192,900

社債 60,999 66,999

長期借入金 118,976 114,626

リース債務 － 4

関係会社長期債務 － 876

退職給付引当金 9,522 9,579

債務保証損失引当金 － 120

雑固定負債 784 693

流動負債 53,650 45,595

1年以内に期限到来の固定負債 25,320 23,382

短期借入金 7,000 －

買掛金 5,171 5,128

未払金 2,006 1,817

未払費用 5,447 5,092

未払税金 2,200 4,010

預り金 5 5

関係会社短期債務 5,923 5,903

諸前受金 512 183

役員賞与引当金 64 71

負債合計 243,933 238,495

株主資本 102,523 105,081

資本金 7,586 7,586

資本剰余金 7,141 7,141

資本準備金 7,141 7,141

利益剰余金 87,986 90,572

利益準備金 964 964

その他利益剰余金 87,021 89,607

原価変動調整積立金 9,000 9,000

別途積立金 69,500 75,000

繰越利益剰余金 8,521 5,607

自己株式 △191 △218

評価・換算差額等 735 422

その他有価証券評価差額金 735 422

純資産合計 103,258 105,503

合計 347,192 343,999



（２）損益計算書 
（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業収益 149,320 161,239 
電気事業営業収益 149,024 160,969 
電灯料 69,147 72,466 
電力料 79,143 87,613 
電気事業雑収益 734 890 

附帯事業営業収益 295 269 
電気温水器賃貸事業営業収益 100 96 
心線賃貸事業営業収益 195 173 

営業費用 136,176 149,232 
電気事業営業費用 135,931 149,088 
汽力発電費 55,348 63,907 
内燃力発電費 15,725 16,235 
他社購入電力料 13,581 17,311 
送電費 8,070 8,002 
変電費 4,477 4,549 
配電費 14,298 13,693 
販売費 5,765 5,355 
貸付設備費 11 11 
一般管理費 14,172 15,374 
電源開発促進税 2,813 2,808 
事業税 1,669 1,847 
電力費振替勘定（貸方） △3 △9 

附帯事業営業費用 244 144 
電気温水器賃貸事業営業費用 31 28 
心線賃貸事業営業費用 212 115 

営業利益 13,144 12,006 
営業外収益 473 742 
財務収益 216 275 
受取配当金 156 175 
受取利息 60 100 

事業外収益 256 466 
固定資産売却益 0 20 
雑収益 255 446 

営業外費用 3,883 3,860 
財務費用 3,757 3,463 
支払利息 3,731 3,429 
社債発行費 26 33 

事業外費用 125 397 
固定資産売却損 4 6 
雑損失 121 390 



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当期経常収益合計 149,793 161,982 
当期経常費用合計 140,060 153,092 
当期経常利益 9,733 8,889 
特別損失 － ※1  2,273 

関係会社事業損失 － 2,273 
税引前当期純利益 9,733 6,615 

法人税及び住民税 2,610 3,316 
法人税等調整額 531 △335 

法人税等合計 3,142 2,980 

当期純利益 6,590 3,635 



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 7,586 7,586

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,586 7,586

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 7,141 7,141

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,141 7,141

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 964 964

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 964 964

その他利益剰余金   

原価変動調整積立金   

前期末残高 9,000 9,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 9,000 9,000

別途積立金   

前期末残高 64,000 69,500

当期変動額   

別途積立金の積立 5,500 5,500

当期変動額合計 5,500 5,500

当期末残高 69,500 75,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 8,432 8,521

当期変動額   

剰余金の配当 △1,001 △1,049

別途積立金の積立 △5,500 △5,500

当期純利益 6,590 3,635

当期変動額合計 89 △2,914

当期末残高 8,521 5,607

利益剰余金合計   

前期末残高 82,397 87,986

当期変動額   

剰余金の配当 △1,001 △1,049

別途積立金の積立 － －

当期純利益 6,590 3,635

当期変動額合計 5,589 2,585

当期末残高 87,986 90,572



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 △133 △191

当期変動額   

自己株式の取得 △58 △27

当期変動額合計 △58 △27

当期末残高 △191 △218

株主資本合計   

前期末残高 96,992 102,523

当期変動額   

剰余金の配当 △1,001 △1,049

当期純利益 6,590 3,635

自己株式の取得 △58 △27

当期変動額合計 5,530 2,558

当期末残高 102,523 105,081

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 2,400 735

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,664 △313

当期変動額合計 △1,664 △313

当期末残高 735 422

純資産合計   

前期末残高 99,392 103,258

当期変動額   

剰余金の配当 △1,001 △1,049

当期純利益 6,590 3,635

自己株式の取得 △58 △27

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,664 △313

当期変動額合計 3,866 2,245

当期末残高 103,258 105,503



 

 

（４）継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

 該当事項はない。 

 

注記事項 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

────── 
 

※１．特別損失 

 関係会社事業損失2,273百万円は、当社の子会社で

あるカヌチャコミュニティ㈱の株式の減損350百万

円、貸付金の貸倒引当1,725百万円、未収入金の貸倒

引当77百万円、債務保証の損失引当120百万円であ

る。 

 
 
６．その他 
（１）役員の異動 

 本日付で別途開示している。 
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